
生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業）

平成２３年５月１３日

（名称）播磨町生活交通改善事業計画策定協議会

１．生活交通改善事業計画の名称

播磨町生活交通改善事業計画

２．バリアフリー化設備等整備事業の目的・必要性

播磨町においては、町内交通施設等のバリアフリー化に向け、平成２３年度に「播磨町バ

リアフリー基本構想」の策定を計画している。

一方で、鉄道、バス等を自力で利用することが困難な身体障害者等の移動手段として福祉

タクシーは一定の役割を果たしているが、播磨町内には福祉タクシーを保有している事業者

がなく、近隣市の民間事業者がその役割を担っている。

町民が利用しやすい福祉タクシーの導入促進は急務であるが、町財政、予算に限界がある

ことから、民間事業者に対する国の補助制度を活用することにより、公共交通のバリアフリ

ー化を促進する必要がある。

３．バリアフリー化設備等整備事業の定量的な目標及び効果

（１）事業の目標

上述のとおり、播磨町内には福祉タクシーを保有している事業者がなく、近隣市の民間事

業者がその役割を担っている。町民が利用しやすい福祉タクシーの導入促進を計り、供給力

を増加させることを目標とする。

（２）事業の効果

福祉タクシー車両が増加することにより、身体障害者、高齢者等の外出機会が増加する。

また、通院等に利用しやすくなるため、通院患者等の利便が向上する。

４．バリアフリー化設備等整備事業の内容と当該事業を実施する事業者

（１）事業の内容：実施事業者（補助対象事業者）

（内容）※具体的に記載すること。

・福祉タクシーの導入

（トヨタ アルファード 車いす使用者 スロープタイプ２ １台）

：別府タクシー（株）

（実施事業者（補助対象事業者）の身体・知的・精神の３区分における運賃割引率について）

別府タクシー（株） 身体・知的・精神 1 割

（２）関連事項（以下、〈 〉内の事業に該当する場合に記載）

〈福祉タクシー車両に係る事業〉

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（平

成 21 年法律第 64 号）第 11 条に定める特定地域における特定事業計画の提出状況。

提出済み（平成 22年 12 月 16 日認定）



５．バリアフリー化設備等整備事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額

２３年度（当該年度）

事業の名称
総事業費

割合

国費

割合

都道府県負担

割合

市区町村負担

割合

事業者負担

割合

3,788 千円 600 千円 0 千円 0 千円 3,188 千円福祉タクシ

ーの導入

１００％ １６％ ％ ％ ８４％

千円 千円 千円 千円 千円

１００％ ％ ％ ％ ％

3,788 千円 600 千円 千円 千円 3,188 千円
合 計

１００％ １６％ ％ ％ ８４％

※総事業費については見込み額を記載。

※列記の者以外に費用負担者がいる場合は、適宜修正の上、全体構成が分かるように記載。

２４年度（翌年度）

事業の名称
総事業費

割合

国費

割合

都道府県負担

割合

市区町村負担

割合

事業者負担

割合

千円 千円 千円 千円 千円

１００％ ％ ％ ％ ％

千円 千円 千円 千円 千円

１００％ ％ ％ ％ ％

千円 千円 千円 千円 千円
合 計

１００％ ％ ％ ％ ％

※総事業費については見込み額を記載

※列記の者以外に費用負担者がいる場合は、適宜修正の上、全体構成が分かるように記載。

６．計画期間

以下項目別に概ねの着手・実施期間を矢印（←→）、または横棒線（―――）で記載。

●で年度ごとの事業着手日、事業完了日を記載

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

事業の名称 4 月 9 月 12 月 3 月 4 月 9 月 12 月 3 月 4 月 9月 12 月 3 月

福祉タクシーの

導入
４月１日着手

３月３１日完了

１台



７．協議会の開催状況と主な議論

・平成 23年 5月 11 日～13 日 持ち回り協議にて、全ての構成員から合意を得られた。

８．利用者等の意見の反映

※意見を募集した方法、主な意見の内容、意見への対応について記載。

これまでに寄せられたご意見。

・福祉タクシーを保有している業者が少なく、予約がなかなか取れない。

・予約が埋まっていて希望の時間に乗車できないことがある。

９．協議会メンバーの構成員

関係市区町村 播磨町

交通事業者・交通施

設管理者等
別府タクシー（株）

地方運輸局 神戸運輸監理部兵庫陸運部


